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ワーク・ライフ・バランスに係る取組等について 

 

 

平成 24 年 6 月 19 日 

                              全国商工会連合会 

 

 

１．商工会・商工会連合会の取り組み 

 

（１）全国商工会連合会におけるワーク・ライフ・バランスの推進活動への協力等 

   政府等のワーク・ライフ・バランスに関する取り組みについて、全国約 1,700 商

工会の会員（約 104 万会員）及び経営指導員（約 4,300 人）等に対し、文書、ホー

ムページ、メールマガジン、機関誌等により周知・協力要請を行っている。 

 

   ・男女雇用機会均等月間の実施に対する協力（ホームページ） 

   ・「ワーク・ライフ・バランス大賞」の募集協力（都道府県商工会連合会への文書通知） 

   ・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定の義務化の周知 

（都道府県商工会連合会への文書通知） 

    （約 6,400 会員に毎月発行しているメールマガジンで周知（例:別紙１）） 

   ・機関紙「月刊商工会」：支援制度や助成制度を経営指導員の活動ストーリーに 

仕立てて会員、経営指導員に紹介（例:別紙２） 

   ・第 3次男女共同参画基本計画（平成 22 年 12 月）に係る周知 

（ホームページ、都道府県商工会連合会への文書通知）    等 

 

（２）都道府県商工会連合会における相談対応・巡回訪問による推進 

   商工会連合会が、国から「次世代育成支援対策推進センター」として指定を受

け、企業の一般事業主行動計画の策定・届出に関する相談対応、商工会会員事業

所等への巡回訪問による周知・啓発等を実施（北海道、岩手、広島） 

この他、県からの受託事業として同様の活動を実施している商工会連合会も有。 

（秋田等） 

 

（３）市町村商工会による会員等企業への啓発活動 

   ① 全国商工会連合会、都道府県商工会連合会、県からの周知、協力要請に基づ

く会員事業所への啓発活動（例:別紙 3） 

   ② 商工会自身が「一般事業主行動計画」を策定し公表することにより会員事業
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者への啓発を実施しているケースも有。（例:別紙 4） 

 

２．取組を進める上での課題 

  経営者・労働者の意識改革、政府による啓発の強化が重要であることは無論、 

根本的な面では、一般事業主行動計画の策定義務が従業員数 301 人から 101 人以上

に引き下げられたが、より小規模な事業所がワークライフバランスに対応していくう

えでは社会保険に係る負担の増大、世界的な不況の長期化による売上・利益の悪化な

ど小規模な企業の経営そのものに益々余力がなくなってきていることも大きな課題。 

 

３．政府等への期待 

  不況による経営悪化、社会保険の負担の増大等のなか、小規模な企業へのワークラ

イフバランスの導入促進にあたっては、より一層、支援への配慮が必要。 

  中小企業経営者が優良な人材確保のための制度充実に向けた意識を高めるには、経

営環境が良くなることが後ろ盾となる。 

  より強力な産業政策による経済の活性化、景気対策、中小企業の税や社会保障に係

る負担軽減とともに、両立支援に係る各種助成金等支援施策の継続・拡充が望まれる。 

 

４．今後の取り組み 

  引き続き国等の施策普及・協力要請を商工会を通じて会員等地域の事業者に発信す

るとともに、必要に応じて、小規模な事業所の対応に関する課題や要望について商工

会・都道府県商工会連合会へのヒアリング等を実施したい。 












